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サイクル機構における「地質環境の長期安定性に関する研究」の概要 
－日本列島のネオテクトニクスと地質環境の長期安定性－ 
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地層処分の長期的な安全性を確保するためには，システム性能が著しく損なわれないよう長期にわたって安定な地質

環境を選定すること，地層処分システムが備えるべき固有の性能を確保するため，想定される自然現象の変動を見込ん

で人工バリアや処分施設を適切に設計・施工すること，構築された地層処分システムの安全性を評価すること等が重要

となる．そのためには，数万年以上の長期にわたって，評価の対象となる地域において，火成活動等のように地層処分

システムの性能に著しい影響を及ぼす可能性，地殻変動等に伴う地質環境条件の変動幅等を示すための調査技術および

評価手法等に係わる研究開発を進めていくことが必要である．本報では，わが国の地質学的な特徴を地質環境の長期安

定性の観点から概観するとともに，当該分野における事業化段階での研究開発の展望とサイクル機構において現在取り

組んでいる研究課題や最新の研究成果について報告する． 
Key words：地層処分，地質環境の長期安定性，調査技術/長期予測・影響評価モデル，地殻変動，火成活動，ナチュラル・ア

ナログ 
 

The concept of geological disposal of HLW in Japan is based on a multibarrier system which combines a stable geological 
environment with an engineered barrier system. However, special consideration is given to the long-term stability of the geological 
environment, taking into account the fact that Japan is located in a tectonically active zone. Development of research/prediction 
technologies for geotectonic events has been carried out to evaluate the long-term stability of geological environment in any given 
site. This paper describes an overview of geotectonic events in Japan from the point of view of the long-term stability of geological 
environment. Moreover, the current status of research/prediction technologies developed by JNC is summarized.  
Keywords： geological disposal, long-term stability of the geological environment, research/prediction technologies, 
diastrophism, magmatism, natural analogue 
 
 

1 はじめに 

 

わが国における地層処分の概念を考える場合，まず，

日本列島がプレート収束帯に位置するという地質学的特

徴を念頭に置く必要がある．わが国では，安定大陸に比

べ地殻変動や火成活動等が活発であることから，このよ

うな現象が地層処分システムの長期的な安全性に及ぼす

影響を考慮することが重要となる．そのため，わが国の

地層処分の概念は，「長期的な安定性を備えた幅広い地質

環境」に「性能に余裕をもたせた人工バリア」を設置す

ることを特徴としている[1-3]． 
これらの概念に基づき地層処分の安全性を確保するた

めには，地層処分システムの性能が著しく損なわれない

よう，地質環境が長期にわたって安定なサイトを選定す

ること（サイト選定），想定される自然現象の変動を見込

んで人工バリアや処分施設を適切に設計・施工すること

（工学的対策）により地層処分システムが備えるべき固

有の性能を確保することとともに，構築された地層処分

システムの安全性を評価すること（安全評価）が重要と

なる．そのためには，数万年以上の長期にわたって，評

価の対象となる地域において①火成活動等のように地層

処分システムの性能に著しい影響を及ぼす可能性，②地

殻変動等に伴う地質環境条件（例えば，地下水理，水質，

岩盤物性等）の変動幅を示すための調査技術および評価

手法等に係わる研究開発（地質環境の長期安定性に関す

る研究）を進めていくことが不可欠である[4]． 
地層処分技術に関する研究開発は，核燃料サイクル開

発機構（以下，「サイクル機構」）をはじめとする関係研

究機関，大学等によって進められており，地質環境の長

期安定性に関する研究もその一環として実施されている．

これまでの研究開発では，わが国における地層処分概念

の成立性や安全評価の信頼性の向上に主眼が置かれてお

り，特に「地層処分システムの設置に適した地質環境が

わが国にも存在し得ること」を示すための科学的な根拠

となる知見やデータの蓄積が図られてきた．これらの成

果は，「わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の

技術的信頼性－地層処分研究開発第 2 次取りまとめ－」

[3]（以下，「第 2 次取りまとめ」）として国（原子力委員

会）に報告された．これらの報告については，国は「地

層処分の技術的信頼性が示されており，地層処分の事業

化に向けての技術的拠り所となる」と評価した[5]. 
これらを受けて，2000 年 6 月には地層処分の実施の枠

組みを定めた法律「特定放射性廃棄物の最終処分に関す

る法律」[6]（以下，「最終処分法」）が制定され，さらに

2000 年 10 月には同法に基づき，最終処分事業の実施主体

である原子力発電環境整備機構が設立された．一方，最

終処分事業を行う際の安全の確保についても安全確保の

原則や規制のあり方等の安全規制の骨格となる基本的な

考え方が示されており[7]，わが国の地層処分計画は事業

化の段階に進展した．したがって，事業化段階での研究

開発では，概要調査地区等の選定や安全指針等の策定に

必要となる技術を最終処分事業や安全審査等のスケジュ
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ールに応じてタイムリーに提供していくことが求められ

ている． 
本報では，地質環境の長期安定性に関する研究によっ

て，これまでに蓄積されてきたわが国の地殻変動，火成

活動等に関する科学的知見やデータを紹介するとともに，

これによって見出されたわが国の地質学的な特徴を地質

環境の長期安定性の観点から概観する．また，当該分野

における事業化段階での研究開発の展望とサイクル機構

において現在取り組んでいる研究課題や最新の研究成果

について報告する．なお，それぞれの分野における最新

の成果については，本特集号の研究報告を参照されたい． 
 
2 地層処分システムの安全評価に際して考慮すべき自然現象 

 

高レベル放射性廃棄物の地層処分システムの長期的な

安全評価では，時間とともに変化するシステムの諸特性

を考慮することが重要となる．そのため，安全評価は地

層処分システムの将来のふるまいに関して種々の可能性

を想定し，それによって及ぼされる人間環境への影響を

論理的に記述した安全評価シナリオに基づき，安全性を

解析評価するという方法論が国際的にも採用されている．

自然現象は人間活動とならび，地層処分システムの重要

な外的な変動要因であり，その具体的な現象については，

国際的な議論を踏まえつつ，網羅的なリストが作成され

ている[8-9]．また，わが国ではプレート収束帯に位置す

るといった地質学的な特徴を考慮し，サイト選定や安全

評価に際しては，汎地球規模の気候・海水準変動に加え

て，地震・断層活動，火成活動，隆起・沈降・侵食の諸

現象を考慮する必要性が示されている[7,10]． 
一方，これらの現象が発生した場合には，地層処分シ

ステムにも何らかの影響が生じることが想定される[7]．
例えば，地震・断層活動については，岩盤の破断・破砕

に伴う廃棄物の破壊，施設の変形，地下水移行経路の形

成，地震動による地下水理，水質の変化等が考えられる．

火成活動については，マグマの貫入・噴出による廃棄物

の破壊，地表への放出，マグマからの熱による地温上昇，

熱対流の発生，地下水への熱水・火山ガスの混入による

水質の変化等が考えられる．隆起・沈降・侵食の量によ

っては，廃棄物・処分場の露出の可能性のほか，処分場

の深度の変化や地形，地質構造の変化による地下水の流

動・水質，岩盤の地圧・地温の変化等が想定される．気

候・海水準変動については，気温・降水量の変化による

表層での水収支の変化，海水準変動に伴う地下水の流動

の変化や塩淡境界の移動等に起因する水質の変化が考え

られる．また，地域によっては，氷期に永久凍土による

不透水層の形成，凍結割れ目による地下水の移行経路の

形成等といった影響も考えられている．地層処分システ

ムの安全性の評価に際しては，これら現象の発生から地

質環境への影響までの一連のプロセスを記述した安全評

価シナリオが求められる． 
以上のように，地質環境の長期安定性に関する研究は，

地震・断層活動，火成活動，隆起・沈降・侵食，気候・

海水準変動といった個別の現象論の探求ではなく，現象

の発生から地質環境への影響までの一連のプロセスを理

解する視点が重要となる． 
 
3 日本列島のネオテクトニクスと地質環境 

 

日本列島の原形は，日本海の拡大とともに，古第三紀

漸新世から新第三紀中新世にかけて形成された．その後，

千島弧，伊豆－小笠原弧の衝突やフィリピン海プレート

の運動方向の変化等が生じたが，日本列島周辺のプレー

トシステムの基本的な枠組みは，この時代に成立したと

考えられている．日本列島の地殻変動や火成活動等は，

太平洋プレートとフィリピン海プレートの沈み込みに関

連すると考えられており，プレートシステムの枠組みや

その運動に大きな変化が生じなければ，現在の地殻変動，

火成活動等の分布・傾向等は，今後も維持されると考え

られる[3]．さらに，圧縮応力場が支配的である現在のテ

クトニクス（ネオテクトニクス）に遷移した時期は，島

弧ごとに異なるものの，概ね新第三紀鮮新世～第四紀更

新世以降である．地層処分の安全性を評価すべき時間枠

について，具体的な数字は設定されていないが[7]，地質

環境の長期安定性の評価については，過去数十万年程度

の地質学的なデータに基づいて将来十万年程度の変化を

検討していくことが求められている[10]．地質環境の長期

安定性に関する研究では，日本列島およびその周辺海域

におけるネオテクトニクスの枠組みの中で，地殻変動，

火成活動等の地域性や変動傾向等を総合的に理解するた

めの基礎資料として，活断層，第四紀火山，海成段丘等

の分布や形成年代等のデータのコンパイルを行った．ま

た，上記の現象が地層処分システムにとって重要な地質

環境条件（例えば，地下水理，水質，岩盤物性等）に及

ぼす影響を概括的に把握するための一つの試みとして，

第四紀火山周辺の地殻浅所の温度構造や温泉の化学組成

等の空間的な変化について検討した．これらについては，

「第 2 次取りまとめ」や関連する報告等において詳細に

述べられているので，ここではその概要について紹介す

る． 
 
3.1 最近約 10 万年間の隆起速度 

日本列島の地殻変動を概括した第四紀の隆起・沈降量

の分布図[11]が作られてから 30 年以上が経過し，この間

に地形面や地層の年代や対比等の地殻変動に関する情報

は飛躍的に増加した．こうした現状の知識に基づく海成

段丘の分布や年代，ボーリングデータによる第四紀層の

基底深度等の情報が「日本の海成段丘アトラス」[12]とし

てまとめられた結果，全国の海岸部について地殻変動の
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速さやパターンが明確になった．内陸部についても，段

丘の比高を指標とする TT 法等により，隆起速度が求めら

れるようになった[13]．サイクル機構では，こうしたデー

タを整理し，過去約 10 万年間を対象とした全国の隆起速

度の分布図を作成した（Fig. 1）[14]．これによると，日

本列島の地殻変動には以下のような特徴が認められる． 

北海道のオホーツク海沿岸で地殻変動が少なく安定し

ているが，日本海沿岸では隆起が活発である．日高沿岸

では最近約10万年間の隆起速度は0.3～0.5mm/yと推定さ

れる．この値はさらに古い時代の海成段丘群から推定さ

れる値とも調和的で，この地域については少なくとも過

去 40 万年程度の隆起速度はほぼ一定と考えられる．東北

地方については，三陸沿岸の緩やかな隆起と日本海沿岸

の速い隆起が対称的である．また，日本海沿岸では南北

性の褶曲が発達し，大局的には沈降部が平野（能代平野

や庄内平野等），隆起部が丘陵や山地（出羽山地等）とな

っている．こうした日本海沿岸の大きな変動速度は，北

海道の日本海沿岸とともに，日本海東縁の変動[15]を反映

していると考えられる．関東平野とその周辺では，プレ

ート収束境界とほぼ平行している房総半島南部，三浦半

島，大磯丘陵で隆起速度が大きい．関東平野の地下には

厚い第四系が堆積しており，更新世中期までは沈降傾向

にあったと考えられる．しかし，この地域には最終間氷

期の海岸段丘が広く分布しており，更新世後期以降には

隆起に転じたことがわかる．中部山岳地帯は，日本列島

で最も隆起速度が大きい地域であり，1mm/y を越える地

域も存在する．ここからから濃尾平野西縁に向かって，

大局的に傾き下がる変動が読み取れる．近畿三角地帯で

は濃尾平野，琵琶湖，京都盆地，大阪湾の沈降と養老山

地，鈴鹿山地，生駒山地，比良山地，六甲山地等の隆起

とのコントラストが明瞭である．これは活断層を境界に

した地塊運動と考えられ，山地と沈降する平野や盆地と

Fig. 1 Spatial distribution of uplift rates during the last 100,000 years in Japan (Fujiwara et al., 2004) 
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の間には活動性の高い活断層があることが多い[16] ． 
例えば，紀伊半島や四国では，地震性地殻変動のため

南方に向かって隆起速度が大きくなる傾向がある．この

変動のパターンは測量データから得られた海溝での巨大

地震に伴う変動と地震間の変動の総和と良く似ており，

地震性と非地震性の変動が周期的に長期にわたって累積

していることを良く表している．中国地方は段丘地形の

発達が乏しく，地形もなだらかであり，総じて変動が穏

やかな地域と考えられる． 

3.2 活断層の分布と水平歪速度 

内陸地震の多くは，断層活動によって生じており，震

源断層が地表付近まで到達し，地表付近の地形・地質に

変形・変位を与えているものも存在する．このような地

震や変形・変位を引き起こした断層は，最近の地質時代

において間欠的に繰り返して活動しており，今後も活動

すると考えられるため活断層と呼ばれている．全国を対

象とした活断層の分布図として，「新編日本の活断層」[17]，
「日本第四紀地図（Ｉ地形・地質・活構造図）」[18]等が

Fig. 2 Spatial distribution of active faults in Japan (Working group for compilation of
1:2,000,000 active faults map of Japan, 2000) 
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ある．サイクル機構では，活断層を過去数十万年間に繰

り返し活動した痕跡が地形に現れ，将来活動する可能性

がある断層と定義し，後期更新世以降の断層変位地形を

重視する厳密な基準で，4 万分の 1 の空中写真を用いて活

断層の判読作業を行い，詳細な活断層図を作成した（Fig. 
2）[19]．さらに抽出された活断層については，2 万 5 千

分の 1 あるいは縮尺のより大きな空中写真の判読や野外

調査で得られた結果を基に，活断層の活動性を評価する

ための属性情報（変位量，変位基準の年代等）を整備し

ている[19-20]． 
これらによると，日本列島には，後期更新世以降に活

動している活断層が稠密に分布する地域と殆ど発達しな

い地域があり，活断層が偏在していること，また，東北

日本では逆断層が，西南日本では横ずれ断層が，中部九

州には正断層が卓越して分布することが確認された．ま

た，第四紀前半に活動を停止し，その後活動していない

断層があることも明らかにされた．活断層の分布密度と

その活動性は，大局的には地殻変動の地域性に反映され

る．そのため，上記の活断層図を用いて，過去数十万年

間の断層活動から推定される地殻の水平歪速度を計算し

た[21]．その結果，中部山岳地帯，近畿三角地帯（敦賀－

鳴門海峡－伊勢湾），四国の中央構造線沿いでは東西～西

北西－東南東方向の顕著な短縮が認められる．また，GPS
観測等による測地学的な歪との短縮方向はほぼ一致する

が，歪速度は 1 桁以上小さく，地殻変動の時間スケール

の違いを反映していると考えられる[22]． 
一方，日本周辺海域の断層については，大陸棚石油・

天然ガス資源基礎調査等で得られた音響地殻断面図に基

づき，断面図上の地層あるいは基準地形面のズレから断

層を識別している．この結果，日本周辺海域において第

四紀以降活動したと考えられる 753 の断層を抽出した．

また，これらの断層はその属性（変位基準，活動時期，

認定度等）から 43 の断層系に区分されている[23]．これ

らの断層系の分布は，日本周辺海域で現在進行中のテク

トニクス，すなわち南海トラフでの斜め沈み込み，沖縄

トラフでのリフティング，日本海東縁から山陰沖にかけ

ての東西圧縮，オホーツク海－千島弧西端－日本海溝で

の東西圧縮，伊豆・小笠原弧のリフティング等を反映し

ていると考えられる． 
 
3.3 第四紀の火山活動の地理的変遷 
第四紀火山の活動域の時間的・空間的変化を把握する

ためには，火山の分布，活動年代，噴火様式等の情報を

収録したデータベースが必要である．日本列島の第四紀

火山のデータベースとしては，気象庁が刊行した日本活

火山総覧，地質調査所による「日本の火山第 2 版」等が

あるが，いずれも対象あるいは収録項目が限られていた．

そのため，第四紀火山カタログ委員会は日本列島のすべ

ての第四紀火山を網羅し，各火山の特徴を簡潔に記載し

た「第四紀火山カタログ」を刊行した[24]．カタログの作

成にあたっては，最新の研究報告のレビューのほか，活

動年代が未詳の火山については，新たに岩石の放射年代

測定を行い，これを補完している．その結果，わが国に

おいて第四紀火山として認定された火山は 348 となり，

「日本の火山第 2 版」当時の 245 より増加した[25]． 
日本列島の第四紀火山は，千島，北海道，東北本州を

経て伊豆諸島からマリアナに至る東日本火山帯と，山陰

から九州を経て南西諸島に至る西日本火山帯に区分され

ている．これらの火山帯スケール（数 100km 以上）での，

第四紀火山活動の地理的変遷を把握するため，「第四紀火

山カタログ」のデータに基づき，便宜的に 0～0.5Ma，0.5
～1.0Ma，1.0～1.5Ma，1.5～2.0Ma のそれぞれの期間に活

動した火山の地理的分布を示す（Fig. 3）．これらによると

第四紀火山は，東日本火山帯と西日本火山帯の中で活動

を繰り返している．また，火山フロントが明瞭な東北日

本では，フロントの 10～20km 程度の変化が認められるも

のの，新第三紀中新世にみられるような顕著な移動[26]
は認められない． 
一方，火山帯の中の火山地域や火山列（数 10km 程度）

では，活動域が時間ごとに変化していく事例がいくつか

認められる[27-28]．例えば，仙岩地域では南西に分布す

る火山に比べて北東に分布する火山の活動の開始時期が

新しく，活動域が北東方向に拡大していく傾向がある[29]．
以上のように，日本列島の第四紀火山の地理的変遷を見

る限り，火山帯スケールでの活動の場には顕著な変化は

認められないものの，火山地域・火山列スケールでは活

動域の拡大・縮小あるいは移動等の変化が生じている．

また，これらの変化にはある一定の傾向（方向・速度等）

が認められる場合がある． 
 

3.4 現在の侵食速度と地すべり地形の分布 

温暖多雨でかつ地形の起伏が大きい日本列島では，山

地部での地すべりや斜面崩壊，および河食が侵食の主な

要因であり，また，海岸での海食も広く見られる．氷期

には，本州中部以北の高山のごく一部であるが，氷河に

よる侵食も認められる．侵食作用には，ある広がりをも

つ地域全体の平均的な削剥量（面的侵食）と河川の下刻

のように流路が選択的に削剥される場合（線的侵食）が

ある．現在進行している面的侵食については，ダムの堆

砂量のデータに基づき，理論的にはダムの集水域全体の

平均的な侵食速度を求めることができる．これらは地質

や気候条件等によりある程度の差異はあるものの，地形

の起伏状態（高度分散量で代表）と高い相関を持つこと

が経験的に知られている[30]．サイクル機構では，全国

82 箇所のダムについて，堆砂量，ダム建設からの経過年

数，ダムの集水面積のデータから侵食速度を計算すると
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ともに，集水域の高度分散量との関係式を導いた．そし

て，数値地図から計算した全国の高度分散量のデータに，

この関係式を適用することで全国の侵食速度の分布を推

定した[31]． 
これによると，侵食速度は中部山岳地帯，日高山脈，

東北地方の日本海側，関東山地，西南日本外帯の山地等

が大きく，場所によっては 1 mm/y を越える．一方，北海

道中央部から北部，東北日本の太平洋側，中国地方等の

山地は侵食速度が小さく，一般に 0.3～0.5 mm/y 未満であ

る．また，丘陵部や平野はさらに小さな値となっている． 
地すべりは，短時間に地形変化をもたらす侵食作用の

一つである．サイクル機構では，将来にわたって地形変

化の起こりやすい地域とその規模を推定するための基礎

資料として，地すべり地形の地理的な分布や地形・地質

等に関する情報をデータベースとして取りまとめている

[32]．地すべり地形の分布密度には，地域的な偏りが認め

られ，東北地方の日本海側，北信越，四国南部等の山地

では分布密度が大きく，東北地方の太平洋側（北上山地，

阿武隈山地），中国地方等の山地では地すべり地形が少な

い（Fig. 4）．また，地質区分と地すべり地形の分布との関

連性では，新第三紀海成堆積岩，中新世火山岩類（グリ

ーンタフ火山岩類），古第三紀～新第三紀挟炭層に地すべ

り地形が多く，逆に後期中生代～古第三紀堆積岩類，中・

古生代堆積岩，花崗岩，結晶片岩では地すべり地形が少

ない．地形との関連性では，平均傾斜が 15～30°の山地

に地すべり地形が多い． 
 

Fig. 3 Temporal and spatial distribution of volcanoes since 2.0 Ma in Japan (Umeda et al., 1998) A: Volcanoes
active during the interval 0.5Ma to present; B: Volcanoes active during the interval 1.0-0.5 Ma; C:
Volcanoes active during the interval 1.5-1.0 Ma; D: Volcanoes active during the interval 2.0-1.5 Ma. 

 

A 

B 
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3.5 地温勾配 

日本列島における大局的な地下の温度構造を把握する

ため，地殻浅所（～数 km）のボーリングから得られた坑

井温度データのコンパイルが行われ，日本列島の地温勾

配，地殻熱流量等の分布と地殻変動・火成活動等との関

連性が議論されている．基盤情報としての坑井温度デー

タは，1986 年に「地熱坑井データベース（SIGMA）」[33]
として刊行されたが，その後，非火山地帯の温泉開発等

を含めデータが飛躍的に増加した．サイクル機構では，

最新の坑井温度データの収集を行い，総計 1,936 点のデー

タをコンパイルした[34-35]．さらに，深度ごとの温度デ

ータ（いわゆる坑井温度プロファイル）のコンパイルを

行い，1,215 本の坑井温度プロファイルを「日本の坑井温

度プロファイルデータベース」として公開している[36]． 
一般に地温勾配（℃/100m）は，坑井温度プロファイル

の傾きに基づいて算定されるが，ここではできる限り多

くの坑井データを生かす意味で，坑底温度（あるいは最

高温度）と基準温度（最寄りの気象官署における平年気

温）の温度差から計算した．なお，掘削深度が 300m 以浅

のデータは，測定誤差が大きく影響すること，地下の熱

水流動の影響が大きくなること等の理由から除外した．

Fig. 5 は 0.025 度間隔の格子点上での地温勾配値を，初期

値として与え，坑井の深さで重みをつけ，地温勾配コン

ター図として描いたものである[34]． 
地温勾配図から，高温異常の背景となるバックグラン

ドの値（広域的な地温勾配値）を読み取ると，西南日本

では 2℃/100m 程度であるのに対して，日高西部，三陸海

岸周辺，関東平野を除いた東北日本では，3～5℃/100m と

やや高い値を示す．地温勾配が 10℃/100m 以上の高温異

常域は，北海道東部（知床，阿寒），北海道中央部（大雪，

十勝），北海道南西部（定山渓，ニセコ，支笏洞爺，渡島

半島），東北脊梁山脈部（下北，八甲田，仙岩，栗駒，蔵

王，吾妻，会津，肘折，那須，塩原，草津白根），飛騨山

脈周辺，伊豆半島東部，大島，八丈島，紀伊半島南部，

山陰中部，九州中央部（別府～島原），および九州南部（霧

島，指宿）にそれぞれ分布しており，第四紀火山の分布

と整合的である．しかしながら，富士山，鳥海山等の大

型の活火山にも係わらず，その周辺に高温異常が認めら 

Fig. 4 Regional distribution of large landslide configurations in Japan (Fujiwara et al., 2002) 
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れない場合や紀伊半島南部，高縄半島南部のように非火

山地帯にも係わらず高い地温勾配を示す坑井が存在する

地域もある． 

 

3.6 温泉・鉱泉の化学組成 

地下水は天水起源であっても岩盤中を浸透していく過

程で岩石との反応や他の地下水系との混合等によって水

質が徐々に変化していく．さらに，地熱地帯ではマグマ

起源の揮発性物質の混入や水・岩石反応の促進等が生じ

ているように，日本列島における地下水の水質は様々で

ある．サイクル機構では地殻変動，火成活動等が水質に

及ぼす影響を定量的に把握するといった観点から，その

基盤情報として全国の温泉・鉱泉等の地下水の化学分析

値を都道府県の衛生研究所報告，大学・研究機関等の紀

要等から収集し，「温泉地化学データベース」として編集

した[37]． 
地殻変動，火成活動等による地質環境条件の変化を検

討するためには，対象とする現象のプロセスを考慮しつ

つ，評価の指標となる成分に着目した解析を行うことが

重要である．例えば，マグマに含まれる揮発性物質（H2O，

CO2，SO2，H2S，HCl 等）は，マグマの上昇に伴い温度・

圧力が低下することによってマグマから放出され，地下

水中に溶解する．マグマ性の揮発成分が地下水中に混入

すると，Cl-や SO4
2-を主成分とする酸性の地下水が形成さ

れる．そのため，火成活動等の影響を評価する際には，

pH を一つの指標として検討を行うことが重要である． 

 

 
 

Fig. 5 Geothermal gradient map of Japan (Yano et al., 1999) 
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Fig. 6 は日本列島の温泉・鉱泉の pH を示したものである

[38]．一般に，HCO3
-が溶液中に存在する pH 領域は 4.8

以上であり，これより低い値は自然界における実質的な

酸性領域であると考えられる[39]．したがって，pH の分

布について 4.8 未満の温泉・鉱泉が分布している地域に着

目すると，3.5 で示した地温勾配が 10℃/100m 以上の高温

異常域と整合的であることがわかる．また，富士山，鳥

海山等の大型の活火山の周辺に pH4.8 未満の温泉・鉱泉

が存在していないことも興味深い． 
 

4 最終処分事業の進展：概要調査地区等の選定と安全規

制に係わる要件 

 
最終処分事業の進め方については，最終処分法のほか，

「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」，「特

定放射性廃棄物の最終処分に関する計画」（平成 12 年 9
月，閣議決定）等により，実施主体が最終処分施設を立

地する場所の選定に至るまでに，概要調査地区の選定，

精密調査地区の選定，最終処分施設建設地の選定といっ

た 3 段階のプロセスを経ることになっている．一方で，

安全審査基本指針，安全審査指針，処分場の技術基準と

いった国の安全規制に関連する指針・基準の策定がこれ

らに平行して進められる[7]． 
概要調査地区の選定は，地震，噴火，隆起，侵食やそ

の他の自然現象や活断層等，法令に定められている事項

について文献調査を行い，「地震等の自然現象による地層

の著しい変動の記録がないこと」，「将来にわたって，地

震等の自然現象による地層の著しい変動が生ずるおそれ

が少ないと見込まれること」等を確認することになって

いる．これらを受けて，原子力発電環境整備機構は，概

要調査地区を市町村からの公募によるものとした上で，

応募があった地区およびその周辺の地域について文献そ

の他の資料による調査を行い，「概要調査地区選定上の考

慮事項」[40]に沿って，平成 10 年代後半を目途に選定す

ることとした．なお，「概要調査地区選定上の考慮事項」

のうち，全国を一律の基準により概要調査地区選定に関

する法定要件への適格性が明確に判断される事項（全国

一律に評価する事項）については，3 章で紹介した図幅等

[20,23,24]が選定基準に活用されている． 
精密調査地区の選定は，概要調査地区およびその周辺

の地域において，地表踏査，物理探査，ボーリング等の

調査（概要調査）によって行われ，法定要件として「対

 

 
 

Fig. 6 Distribution map showing variations in pH value of groundwater in Japan (Asamori et al., 2002) 
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象地層等において自然現象による地層の著しい変動が長

期間生じていないこと」，「対象地層等内に活断層，破砕

帯または地下水の水流があるときは，これらが坑道その

他の地下の施設に悪影響が少ないと見込まれること」等

が示されている．さらに，最終処分施設建設地は，地下

の調査施設での測定・試験等（精密調査）を実施し，「対

象地層の物理的・化学的性質等が最終処分施設の設置に

適していると見込まれること」，「地下水またはその水流

が地下施設の機能に支障を及ぼすおそれがないと見込ま

れること」等を確認した上で，精密調査地区内から選定

されることになっている． 

概要調査地区等の選定に係わる安全規制からの要件

（環境要件）については，原子力安全委員会によって検

討が行われており，概要調査地区選定段階における隆

起・沈降・侵食，地震・断層活動，火山・火成活動等に

係わる環境要件および概要調査あるいはそれ以降の調査

において検討すべき内容が示された[41]．一方，総合資源

エネルギー調査会原子力安全・保安部会廃棄物安全小委

員会では，高レベル放射性廃棄物処分の安全規制の基盤

確保に関する審議を行い，安全評価に係る検討課題，安

全規制のために必要な研究課題，安全規制の支援体制等

を提起している[42]． 

法定要件や安全規制に係る環境要件等は，今後の研究

開発の方向性や達成目標を設定する上での基本となるも

のであり，研究計画の策定にあたっては，これらを十分

に考慮しつつ，重点化すべき研究課題と達成時期等を検

討することが重要となる． 

 

5 サイクル機構における事業化段階の研究開発の方向性 

 
サイクル機構をはじめとする関係研究機関は，事業と

規制の段階的な進展に先行して，それらの技術基盤を整

備していくための研究開発を進めている．現段階では，

概要調査（精密調査地区の選定）に用いられる調査技術

や安全審査基本指針の策定に必要な科学的知見や評価の

方法論等の提示が求められている．そのため，サイクル

機構では，特に概要調査地区等の選定や安全評価に必要

となるデータを取得するための体系化された技術を整備

することのほか，地層処分システムの安全評価に資する

ため，将来の自然現象を考慮した地質環境を予測・評価

するための手法を整備すること等を当面の目標として研

究開発に取り組んでいる． 
環境要件に示されているように，概要調査地区及びそ

の周辺地域における活断層，第四紀火山等の存在やその

影響等を確認することが不可欠であり，そのための要素

技術の開発・改良のほか，それぞれの地質環境に応じた

最適な調査技術を示すことが重要である．また，地層処

分システムに重大な影響を及ぼすと想定される現象の潜

在的なリスクを排除するため，地下深部の震源断層，マ

グマ・高温流体等の存在を予め確認しておく必要がある．

これらは地球物理学的データの観測・解析等が主体とな

るが，地球化学的データによる解釈を併せて行うことに

より，評価結果の信頼性の向上を目指すべきである． 

さらに，過去から現在にわたって概要調査地区及びそ

の周辺地域において地層処分システムの性能に著しい影

響を及ぼすような現象が発生した痕跡がないことを確認

することが必要となる．これらについては，地殻変動，

火成活動等の履歴のみならず，過去から現在までの地質

環境が有する地下水理，水質，岩盤物性等の性質が大き

く変化していないことを直接的（例えば，断層破砕帯・

プロセスゾーンの岩盤物性，熱水変質帯の熱史等），ある

いは間接的（例えば，地下水理の変化を推定するための

古地形・水系等）に示すデータを取得するための調査技

術を整備していく必要がある． 

一方，処分施設の設計・施工等の工学的対策，地層処

分システムの安全評価に際しては，これらで考慮すべき

一連のプロセス（シナリオ）が，対象とすべき期間（将

来）において発生する可能性のほか，その際に生じる地

質環境条件の変動幅を科学的な根拠に基づき示すことが

必要となる．予測についての方法論としては，過去から

現在までの変動の傾向・速度から将来を外挿する方法，

現象の生起を統計的に求めて発生確率を予測する方法等

が良く用いられる[43-44]．しかしながら，自然現象の予

測に関する科学的信頼性の向上を図るためには，今後は

経験則に加えて現象のプロセスを考慮した数値シミュレ

ーションモデルの研究開発を進めていくことが重要であ

る．具体的には次のアプローチをとる． 

a) 現象を理解するための，過去から現在までの地質・

地球物理・地球化学的データの取得 

b) データに基づく現象の理解と概念モデル（conceptual 
model）の構築 

c) 現象の発生から地質環境への影響までの一連のプロ

セスおよび地質環境条件の変動幅を把握するための長期

予測・影響評価モデル（predictive model）の開発 

また，構築されたモデルの信頼性や妥当性を確認する

ために，これらのモデルによる予測・評価結果と過去の

類似した現象の痕跡（ナチュラル・アナログ）を調査す

ることによって得られたデータとの比較・検証を行うこ

とが必要である（Fig. 7）．これらの結果は，核種移行解析

等に用いるシナリオ，概念モデル，解析条件等の設定根

拠となるが，その際には，それぞれのシナリオの発生す

る可能性や予測・評価結果に対する不確実性等を可能な

限り定量的に示すことが重要である．さらに，自然環境

で生じた現象やその現象に伴う地質環境の変化を可能な

限り定量的に示すことによって，それぞれのモデルをよ

り現実に即したものにし，モデルそのものの信頼性を向

上させることが重要である． 
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6 サイクル機構における研究開発の現状 

 

サイクル機構では，事業化段階の研究開発の方向性を

鑑み，「調査技術の開発・体系化」，「長期予測・影響評価

モデルの開発」，「ナチュラル・アナログ研究」等の枠組

みにおいて，Table 1 に示した研究課題に取り組んでいる． 

 

6.1 調査技術の開発・体系化 

概要調査地区等の選定や安全評価に必要となるデータ

を取得するため，地下深部の震源断層，マグマ・高温流

体等の調査技術，古地形・水系等の復元技術，第四紀火

成活動等の復元技術等の開発を進めている．震源断層の

調査技術については，中国地方を事例として，「200 万分

の 1 日本列島活断層図」[19]では活断層としては認定され

ていないものの，断層活動によって生じた可能性が考え

られる，系統的でない河川の屈曲や山地高度の有意な不

連続等を空中写真判読によって抽出するとともに，地質

構造のほか，震源分布，重力異常等の地球物理データと

の比較・検討を行っている[45-46]．マグマ・高温流体等

の調査技術については，地震波トモグラフィーや MT 法

等の物理探査技術の適用性の検討を行うとともに[47]，温
泉ガス等の希ガス同位体等といった地球化学的手法を組

合せた総合的な調査技術[48]の構築を目指している（浅森

ほか，本特集号）．古地形・水系等の復元技術については，

堆積相解析や放射年代測定等に基づく沖積平野の形成過

程や海岸線の移動速度の推定のほか[49]，海岸段丘を用い

た沿岸域の侵食速度の調査技術の高度化を進めている

（藤原ほか、本号特集）．第四紀火成活動等の復元技術に

ついては，露頭で肉眼では識別できないテフラ降灰層準

を識別する手法（RIPL 法；Refractive Index Physical Labor 
Method）を利用した第四紀火山の同定技術[50-51]に取り

組んでいるほか，地質環境の熱史の復元技術に向けた熱

年代学的手法の適用性の検討を進めている[52]．今後は，

これらの要素技術の開発・改良のほか，それぞれの地質

環境に応じた体系的な調査技術の構築を目指していく． 

 

6.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

長期予測・影響評価モデルの開発では，地殻変動，火

成活動等に伴う地質環境条件の変動幅等を現象の発生の

可能性を含めて予測するための評価手法の確立を目指し

ている．サイクル機構では，地形変化モデル，火山活動

の長期予測モデル，断層周辺の力学・水理モデル，地熱

活動の熱・水理モデル等の開発を進めている．地形変化

モデルについては，隆起，侵食のほか気候・海水準変動

を考慮した地形変化を予測するため，従順化モデル等に

よる三次元のシミュレーション技術の開発を進めている

[53]．さらに，地形変化に伴う将来の地下水理の変化を予

測するためのモデル開発にも着手している．火山活動の

長期予測については，過去の火山の時空分布から将来の

活動の場の変遷を予測する取り組み[3]のほか，確率論的

アプローチによる独立単成火山群を対象とした時空間モ

デルの開発[54]，さらに，ベイズ法によって地震波速度や

地温勾配等の地球物理データを結合したモデルの高度化

を併せて進めている[55]．断層周辺の力学・水理モデルに

ついては，兵庫県南部地震，鳥取県西部地震等に際して

得られた地下水の変化に関するデータを取りまとめると

ともに，断層周辺の水理モデルを構築し，断層活動が地

質環境に及ぼす水理学的影響の検討を行なっている．地

熱活動の熱・水理モデルは，火成活動等による熱的ポテ

ンシャルや熱水対流系の規模を定量的に評価するため，

坑井温度プロファイルから一次元熱輸送モデルによる熱

流束，流体流動速度の評価方法を検討するとともに，マ

グマ周辺の熱・地下水理の変化を予測するため，既存の

モデルの改良（例えば，超臨界点付近での計算安定性の

向上）やその適用性の検討等を進めている（坂川ほか，

本特集号）． 

 
6.3 ナチュラル・アナログ研究 

ナチュラル・アナログ研究では，主に東濃ウラン鉱床

を事例研究の場として，地殻変動等によって生じる地質

環境の変化がウラン鉱床の長期にわたる保存に及ぼした

影響の評価とそのモデル化，および有機物や微生物等が

ウラン系列核種の移行・遅延に及ぼす影響の評価を行っ

ている（笹尾ほか，本特集号）．ウラン鉱床の保存に及ぼ

した影響評価では，ウランを保持する堆積岩における酸

化還元反応とその緩衝能力の評価を進めている[56]．また，

ウラン系列核種の移行・遅延の評価では，ウランの溶解

度を規制する環境要因の抽出や有機物がウランの移行挙

動に与える影響についての解析を進めている[57-58]．さ 
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らに，安全評価の信頼性向上に資するため，性能評価で

用いられるシステム解析手法を活用し，ウラン鉱床等で

取得したデータを用いた解析を実施している[59-60]． 

 
6.4 研究情報基盤の整備 

研究情報基盤の整備については，地殻変動や火成活動

等に係る最新の学術的知見やそのベースとなる観測・分

析技術（例えば，物理探査技術，年代測定法等）等に関

する基盤情報の収集・整備を進めている．特に，安全評

価シナリオ（接近シナリオ・地下水シナリオ），概念モデ

ルの構築に必要となる一般的かつ現実的な現象のプロセ

スに関する情報や安全評価に用いる力学，熱，地下水理，

水質等のパラメータ（観測データ）に関する情報の整備

を進めている．なお，情報の整備にあたっては，データ

に関する品質やトレーサビリティ等を担保するとともに，

これらに適合するデータベースの開発を進めている[61]． 
また，地層処分の技術的信頼性を向上させていくため

には，次世代の工学技術を目指した基盤的な研究を着実

Table 1 Main issues related to the JNC's R & D programme 
 

調査技術の開発・体系化 実施内容 

古地形・水系等の復元技術 

河岸段丘，海成段丘等の地形や堆積相解析等により，対象地域およびその周辺地域

における局所的な隆起・侵食・堆積量を推定するとともに，古地形・水系等を高精度で

復元するための調査技術を整備する． 

震源断層等の抽出技術 

地下深部の震源断層や活動性が低い活断層等を抽出するため，詳細な地質調査・地

形判読に加えて，微小地震観測・重力構造等の地球物理学的データ等による総合的な

調査技術を整備する． 

活断層の影響調査技術 

活断層の分岐，変形帯，活褶曲・とう曲等の範囲やその力学・水理学的影響を把握する

ための地質調査，物理探査，ボーリング・トレンチ等による総合的な調査技術を整備す

る．また，活断層帯の活動履歴を精度良く推定する手法を整備する． 

マグマ・高温岩体等の探査技術 

地下深部のマグマや高温岩体等を把握するため，地震波トモグラフィー，深部比抵抗

構造等の地球物理学的手法のほか，希ガス同位体等を指標とした地球化学的手法に

係る調査技術を整備する． 

第四紀火成活動等の復元技術 

主に熱年代学的手法による過去から現在までの古地温・熱水系等を推定するための調

査技術を整備する．また，第四紀火山活動の履歴を把握するための調査技術を整備す

る． 

長期予測・影響評価モデル 実施内容 

三次元地形変化モデル 

対象地域およびその周辺地域における隆起・侵食量，地形変化等を予測するため，従

順化モデル等による三次元のシミュレーション技術を開発する．また，地下水理等への

影響を把握するため，地下水モデルとの結合を行う． 

火山活動域の長期予測モデル 

火山フロントの背弧側や単成火山群の周辺地域における新たな火山の形成の可能性を

評価するため，過去の噴出中心の時空分布から将来の活動域を推定する外挿法による

モデル，空間統計学的手法を用いた確率モデル等の開発を行う． 

活断層の力学・水理モデル 

断層活動に伴う岩盤の変形や破断の影響を予測・評価するためのモデルの開発を行

う．活断層周辺の水理地質構造を調査し，水理モデルを開発する．さらに，断層活動に

伴う岩盤の変形や破断に伴う地下水理等への影響を予測・評価するため，断層活動に

伴う地下水理変化の長期予測モデルの開発を行う． 

地熱活動の熱・水理・水質モデル 

マグマ・高温岩体等による周辺岩盤の影響を評価するための，熱・地下水理・水質等の

連成モデルの開発を進める．また，非火山地帯の地熱活動の性状や熱源等に係わる概

念モデルを構築する． 

ナチュラル・アナログ研究 実施内容 

ウラン鉱床周辺の酸化還元緩衝能力

の評価 

ウラン鉱床における地質学的変遷とそれに伴う水理学的・地球化学的環境の変化を解

明するため，ウラン鉱床の地史やウラン鉱床周辺の酸化還元緩衝能力の把握を進め

る． 

ウラン系列核種の移行・遅延特性の評

価 

地質環境の化学的条件や有機物，微生物等がウランの移行・遅延に及ぼす影響を評

価する． 

研究手法の体系化 

異なる地質環境にも適用できる，ウランの移動・保持に関わる体系的なナチュラル・アナ

ログ研究手法を整備するため，性能評価研究に適用されるシステム解析手法に則って，

ウラン鉱床等を事例とした評価を実施する． 

研究情報基盤 実施内容 

安全評価に係る知的基盤の整備 

安全評価シナリオ（接近シナリオ，変動シナリオ）や概念モデルの基盤となる個々の現象

のメカニズムや複数の現象の相互作用等に関する最新の科学的知見を整備する．特

に，発生しにくいシナリオを排除する根拠を明確化するための科学的根拠の蓄積を進

める． 

安全評価に係る地質環境データベー

ス 

安全評価に係る入力条件となる地質環境（力学的，熱的，水理学的，地球化学的デー

タ）の変動幅を提示するため，文献調査や事例研究によって得られたデータの収集・整

備，データベースの作成を行う． 

次世代の高精度探査技術・モニタリン

グ技術に係わる基盤研究 

地震波，電磁波等による微小な地殻内変動をモニタリングするための，精密制御定常

信号システム（アクロス）に関する基盤研究を進める． 
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に進めていくことも必要となる．特に，地下深部の高精

度の探査技術やモニタリング技術は，地層処分技術にと

って重要な課題の一つである．そのため，サイクル機構

においても地下深部の微小な地殻内変動を地震波や電磁

波によってモニタリングするための精密制御定常信号シ

ステム（アクロス）に関する研究を進めている[62]． 

 

7 おわりに 

 

本報では，わが国の地殻変動，火成活動等の特徴を地

質環境の長期安定性の観点から概観するとともに，サイ

クル機構における事業化段階の研究開発の方向性や現在

取り組んでいる研究課題等を示した．地層処分技術は，

地質学，地球物理学，地球化学，岩盤力学，土木工学等，

極めて広範な分野にまたがり，研究課題も基盤研究から

応用・実用化研究にまで及ぶ．しかし，これらは，必ず

しも全地球を対象とするものではなく，地球科学の全分

野を必要とするものではない．研究開発の対象を地層処

分技術に必要とされるテーマに絞り，それらの内容をさ

らに深めていくことが，地層処分の技術的信頼性を向上

させていく上で重要なことと考える．今後も大学をはじ

め国・民間の研究機関の適切な役割分担と産学官の連携

した一層の取り組みが期待される． 
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